




○添付資料の目次

 

１．当四半期決算に関する定性的情報 …………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する説明 …………………………………………………………………………………………… 5

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 5

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 …………………………………………………………………………… 5

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ………………………………………………………… 5

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ………………………………………………………… 5

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ……………………………………………………… 5

３．四半期連結財務諸表 …………………………………………………………………………………………………… 6

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… 6

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 9

四半期連結損益計算書  

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 9

四半期連結包括利益計算書  

第１四半期連結累計期間 ……………………………………………………………………………………… 11

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………… 12

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 12

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… 12

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 12

 

※ 当社は、四半期決算の補足説明資料を作成しており、決算短信発表後、速やかに当社ホームページに掲載する

予定です。

 

- 1 -

澤田ホールディングス㈱（8699） 平成27年3月期第1四半期決算短信



１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響が一部に

見られたものの、政府による経済財政政策等を背景に緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、中国

をはじめとする新興国経済の停滞やウクライナ情勢の緊迫化等もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が

続いております。

 このような環境の中、当社グループの当第１四半期連結累計期間の営業収益は94億１百万円（前年同期比１億70

百万円減）、経常利益は15億57百万円（前年同期比７億50百万円減）、四半期純利益は９億54百万円（前年同期比

11億42百万円減）となりました。

 

 報告セグメントごとの業績を示すと、次のとおりであります。

 

① 銀行関連事業

 モンゴルの経済につきましては、大型鉱山開発の他、国債やサムライ債等を原資とした大規模なインフラ整備

事業等による経済成長は続いており、実質GDP（１－３月）は前年同期比で7.4％増加となりました。インフレ率

は、モンゴル政府によるインフレ抑制策が実施されているものの、前年同期比で12.4％上昇いたしました。 

 一方で、モンゴルの主な輸出先である中国の経済減速懸念や輸出品目である石炭・銅等の価格低迷により、貿

易収支は赤字基調が続いております。また、財政収支も赤字基調で推移しております。さらに、世界的規模の大

型鉱山の開発が遅れる見込みとなり、銅の輸出量の伸び悩みも懸念されています。 

 為替市場につきましては、外貨準備高は減少傾向にあり、現地通貨（MNT）は米ドルに対して前年同期比で

26％下落いたしました。 

 モンゴルの銀行業界につきましては、銀行セクターの融資残高が前年同期比で54％の伸びを示しました。モン

ゴル中央銀行は物価安定策として、商業銀行を通じて、物価の安定に寄与する特定の産業セクターに対する低利

融資や低利の住宅ローンの提供を継続しております。また、モンゴル開発銀行によるJBIC（国際協力銀行）の保

証が付いたサムライ債で調達した資金は、モンゴル経済を支えるものと期待されています。 

 このような環境の中、ハーン銀行（Khan Bank LLC）につきましては、高成長を継続しているモンゴル経済に

対して慎重な姿勢で経営に臨むとともに、１月にはモンゴル初の移動支店の開設、３月には新商品である非接触

カードの導入等を進めてまいりました。また、３月末時点では531店舗にまで支店数を増やすなど、事業の拡大

にも努めてまいりました。 

 モンゴル経済の成長とともに預金・融資残高は増加基調にあり、現地通貨ベースで融資残高は前年同期比で

44％増加、預金残高は前年同期比で32％増加、融資金利収入は前年同期比で40％増加いたしましたが、一方では

預金残高の増加に伴い支払利息及び預金保険料も大幅に増加いたしました。 

 結果として、当第１四半期連結累計期間の営業収益は80億40百万円（前年同期比17億54百万円増）、営業利益

は13億83百万円（前年同期比１億２百万円減）となりました。

 

（法人向け融資） 

 中国の経済減速に伴う石炭や銅等の商品価格の低迷を考慮し、鉱山セクターに対して慎重に対応してまいりま

した。また、過熱感の出てきた不動産セクターについても慎重に対応しております。一方で、政府及び中央銀行

による物価安定策や産業振興策に積極的に参加してまいりました。結果として、法人向け融資の融資残高は前年

同期比で41％増加いたしました。 

（個人向け融資） 

 平均所得の上昇に伴い個人の消費意欲も向上しており、また、低利の住宅ローンの提供により個人の住宅取得

が促されました。結果として、個人向け融資の融資残高は前年同期比で46％増加いたしました。 

（農牧業向け融資） 

 食肉価格の高騰により家畜の価格も上昇し、遊牧民の消費意欲が向上いたしました。結果として、農牧業向け

融資の融資残高は前年同期比で51％増加いたしました。 

 

 また、当社の持分法適用関連会社であり、ロシアに本店を置くソリッド銀行（Solid Bank CJSC）の業績は、

持分法による投資損益に反映されます。

 ロシアの経済につきましては、実質GDP（１－３月）は前年同期比0.9％増加となり、金融危機の影響でマイナ

ス成長だった平成21年以降では前年同期に次ぐ低成長に止まりました。主な要因としては、ウクライナ情勢を受

けたマクロ経済の不安定化による消費の冷え込み、建設投資の落ち込み、暖冬によるエネルギー需要の低下が挙

げられます。

 このような環境の中、ソリッド銀行(Solid Bank CJSC)につきましては、ロシア極東地域を中心に支店網の拡

大やITインフラの投資を継続し、事業の拡大や更なるサービスの向上に努めてまいりました。その結果、預金・
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融資残高は増加基調となり、金利収入及び各種取扱手数料は増加いたしましたが、支店開設や営業体制拡充のた

めの人員強化等に伴う費用も増加いたしました。また、ロシア経済停滞の影響により引当金の積み増しを行いま

した。

 今後につきましても、ウクライナ情勢の緊迫化を受けた現地通貨（RUB）の下落や、米国及びEU諸国との関係

悪化等が、ロシア経済や同行の業績に影響を与えることが懸念されます。

 

② 証券関連事業

 当第１四半期連結累計期間における株式市場は、良好な米国指標の発表を受けて堅調に始まり、日経平均株価

は４月上旬に15,100円台まで上昇しましたが、米国株式市場の調整に伴い日本株式市場も下落し、一時14,000円

を割り込む展開となりました。４月中旬には、安倍首相と黒田日銀総裁の会談が約４ヶ月ぶりに開かれたことや

GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）の株式投資拡大観測等を背景とする株価を意識した政策への期待から

14,600円台まで反発したものの、５月に入ると、ウクライナ情勢の悪化や消費増税後の影響を見極めようとする

動きなどから株価は下落基調が続き、再び14,000円を割り込む展開となりました。５月下旬から６月中旬にかけ

ては、米国や中国で良好な経済指標の発表が続いたことや、ウクライナ情勢への改善期待が高まったことから、

投資家心理が大きく改善し、株価は上昇に転じました。その後も法人税の実効税率を20％台に引き下げる方針が

固まったことを受け、海外投資家による日本株買いの積極化等の堅調な展開が続き15,400円台まで上昇したもの

の、急速な株価上昇に対する警戒感やイラク情勢の悪化による原油高の影響等により、月末にかけて弱含みの展

開となり、６月末の日経平均株価は15,162円02銭で取引を終えました。 

 なお、当第１四半期連結累計期間における東証一部の売買代金は前年同期比で40％減少するなど、国内株式市

場の売買代金は前年同期に比べて大幅に減少いたしました。 

 外国為替市場における対米ドルの円相場は、４月上旬の米国雇用統計発表直前に１月以来となる104円台を回

復しましたが、雇用統計が市場の失望を招くと円高ドル安に転じ、日本株の急落に合わせて数日の間に101円台

に達しました。その後は、米国債券利回りの推移とほぼ整合的に動き、月末まで102円台を挟んでの小動きに終

始しました。５月に入り、米国債券利回りが2.5％を下回ると再び101円台前半に達する場面も見られ、下旬にか

けても、日銀金融政策決定会合で追加緩和が実施されなかったことを受け、100円台まで円高・ドル安が進行す

る展開となりました。６月は、102円台を挟むレンジでこう着状態が続きました。 

 このような環境の中、エイチ・エス証券株式会社につきましては、国内株式営業への取組み、ブラジルレアル

建て債券を中心とした外貨建て債券の販売、米国株式を中心とした外国株式の販売に注力いたしました。また、

NISA浸透に向けて、口座獲得を目的とした各種キャンペーンも継続して取り組んでまいりました。モバイル取引

におきましては、スマートフォン株式取引アプリ「スマ株」の普及とサービスの更なる向上に努めてまいりまし

た。引受業務におきましては、幹事・引受シンジケート団への関与に取り組み、新規公開（IPO）２社の幹事に

参入いたしました。 

 結果として、当第１四半期連結累計期間の営業収益は９億76百万円（前年同期比３億71百万円減）、営業利益

は１億33百万円（前年同期比３億８百万円減）となりました。 

 

（受入手数料） 

 当第１四半期連結累計期間の受入手数料は４億７百万円（前年同期比４億28百万円減）となりましたが、そ

の内訳は以下のとおりであります。 

委託手数料 

 委託手数料につきましては、国内株式市場の売買代金が前年同期比で大幅に減少した影響により３億15百

万円（前年同期比３億74百万円減）となりました。 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 

 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料につきましては、１百万円（前年同期比１百万円

増）となりました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料につきましては、投資信託の販売、公募株式の

募集手数料により41百万円（前年同期比54百万円減）となりました。 

その他の受入手数料 

 主に投資信託事務代行手数料と投資銀行業務に係る手数料で構成されるその他の受入手数料は48百万円

（前年同期比０百万円減）となりました。 

（トレーディング損益） 

 当第１四半期連結累計期間のトレーディング損益につきましては、株券等は１億47百万円（前年同期比34百

万円減）、債券・為替等は２億72百万円（前年同期比94百万円増）となり、合計で４億19百万円（前年同期比

59百万円増）となりました。 
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（金融収支） 

 当第１四半期連結累計期間の金融収益は１億49百万円（前年同期比２百万円減）、金融費用は49百万円（前

年同期比５百万円減）となり、金融収益から金融費用を差し引いた金融収支は99百万円（前年同期比２百万円

増）となりました。 

（販売費及び一般管理費） 

 当第１四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は７億93百万円（前年同期比58百万円減）となりまし

た。 

 

③ 債権管理回収関連事業

 サービサー業界につきましては、地域金融機関にて実施されるバルクセールは、通常は３月に繁忙期を迎える

ため、当第１四半期連結累計期間は案件数、債権額ともに少数に留まりました。しかしながら、平成25年３月末

をもって中小企業金融円滑化法が適用期限を迎えて以降、地域金融機関より供給される債権の量は徐々に増加傾

向にあります。 

 このような環境の中、エイチ・エス債権回収株式会社につきましては、従来より継続しております積極的な営

業展開により、取引先金融機関件数の増加及び収益確保に必要な債権の取得を行い、当第１四半期連結累計期間

の取得債権金額は前年同期比で大幅に増加いたしました。また、債権者から管理回収を受託する「受託型サービ

サー」から、金融機関等の債権者から債権を譲受する「買取型サービサー」への転換に向けて、債権の買取及び

資金調達を強化し、利益率の向上を目指しております。 

 営業収益につきましては、買取債権の回収に比重を置きつつ、集金代行等の受託業務やコンサルティング業務

をバランス良く確保することができましたが、大型回収受託案件の長期経過に伴い回収高が漸減していることに

よる受託手数料の減少により、前年同期比で微減となりました。しかしながら、高利益率案件の進捗及び貸倒関

連費用の圧縮により、営業利益は前年同期で増加いたしました。結果として、当第１四半期連結累計期間の営業

収益は２億72百万円（前年同期比７百万円減）、営業利益は19百万円（前年同期比47百万円増）となりました。 

 

④ 不動産関連事業

 不動産業界につきましては、首都圏における分譲マンション市場では、契約率が好不調の目安とされる70％を

超える水準で推移するなど引き続き底堅い需要が見られます。また、収益不動産市場では、東京都心５区におい

て、引き続きオフィスビルの平均空室率は低下傾向、平均賃料は上昇傾向にあります。一方で、不動産価格や建

築コストが上昇基調にあり仕入コストの上昇も懸念されており、今後の市場の動向については予断を許さない状

況となっております。 

 このような環境の中、株式会社アスコットにつきましては、不動産開発事業においては当連結会計年度に引渡

予定の「ASCOT PARK 両国BLOOM」が完売（契約率100％）しており、不動産ソリューション事業においては開発

用地１物件を売却いたしました。一方で、不動産開発事業において戸建開発用地１物件及びアパート開発用地１

物件を取得するなど、将来収益獲得に向けて着実な仕入活動を行ってまいりました。 

 結果として、当第１四半期連結累計期間の営業収益は１億12百万円（前年同期比15億33百万円減）、営業損失

は35百万円（前年同期は営業損失83百万円）となりました。 

 

⑤ その他事業

 その他事業の当第１四半期連結累計期間の営業収益は３億48百万円（前年同期比３億４百万円増）、営業利益

は２億85百万円（前年同期は営業損失５百万円）となりました。

 

⑥ 持分法による投資損益

 エイチ・エス損害保険株式会社をはじめとする当社の持分法適用関連会社の業績は、持分法による投資損益に

反映されます。

 損害保険業界につきましては、昨年度の自動車保険保険料引き上げにより収入保険料は増加しているものの損

害率の改善は進まず、資産運用の好調な推移により収益を支える傾向が続いています。

 このような環境の中、エイチ・エス損害保険株式会社につきましては、ネット海外旅行保険については保険料

の引き下げ（約４％）等によりグループ契約を中心に契約が伸びたものの、旅行業界の市場低迷の影響を受けて

主力商品である一般の海外旅行保険の契約が伸び悩んだことにより、前年同期比で減収となりました。また、医

療搬送案件の増加、アジア地域の医療費の高騰、大型後遺障害案件等の影響による支払保険金の増加等により、

前年同期比で減益となりました。

 また、株式会社外為どっとコムにつきましては、為替市場のボラティリティ低下に伴いFX取引（外国為替保証

金取引）業界全体で取引量が大幅に減少した影響を受け、減収減益となりました。

 結果として、当第１四半期連結累計期間の持分法による投資利益は58百万円（前年同期比３億51百万円減）と

なりました。
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（２）財政状態に関する説明

① 資産

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて319億65百万円減少し、

3,305億17百万円になりました。これは主に、「現金及び預金」が26億円、「有価証券」が290億37百万円減少し

たことによるものであります。

 

② 負債

 負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて309億77百万円減少し、2,857億84百万円になりました。

これは主に、「預金」が284億80百万円、「１年内返済予定の長期借入金」が79億75百万円減少したことによる

ものであります。

 

③ 純資産

 純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて９億88百万円減少し、447億33百万円になりました。

これは主に、「為替換算調整勘定」が12億79百万円減少したことによるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 当社グループの主たる事業である証券業は、市場環境の変動の影響を大きく受ける状況にあり、業績予想を合理

的に行うことが困難であることから、開示は行っておりません。なお、四半期業績の迅速な開示を行ってまいりま

す。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、持分法適用関連会社の退職給付債務及び勤務費用の計算方法

を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定

方法を、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金が123百万円増加しております。また、当第１四半期

連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 80,741 78,141 

預託金 12,264 14,339 

顧客分別金信託 11,787 13,892 

その他の預託金 477 447 

トレーディング商品 987 1,047 

商品有価証券等 987 1,047 

有価証券 52,177 23,139 

約定見返勘定 69 10 

信用取引資産 16,803 15,279 

信用取引貸付金 15,775 14,119 

信用取引借証券担保金 1,028 1,160 

貸出金 155,460 152,936 

差入保証金 1,443 1,512 

販売用不動産 709 715 

仕掛販売用不動産 590 842 

その他 6,256 6,351 

貸倒引当金 △2,711 △2,701 

流動資産合計 324,791 291,612 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,063 2,892 

器具及び備品（純額） 2,021 1,838 

土地 1,475 1,475 

建設仮勘定 315 379 

有形固定資産合計 6,875 6,586 

無形固定資産    

のれん 515 438 

ソフトウエア 529 481 

その他 118 94 

無形固定資産合計 1,163 1,013 

投資その他の資産    

投資有価証券 16,586 17,830 

関係会社株式 12,269 12,660 

長期差入保証金 276 280 

破産更生債権等 206 206 

その他 619 635 

貸倒引当金 △306 △309 

投資その他の資産合計 29,651 31,304 

固定資産合計 37,691 38,904 

資産合計 362,482 330,517 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

トレーディング商品 515 492 

商品有価証券等 515 492 

信用取引負債 13,659 13,175 

信用取引借入金 12,600 11,710 

信用取引貸証券受入金 1,058 1,464 

預り金 7,348 9,396 

顧客からの預り金 6,863 8,468 

その他の預り金 484 927 

受入保証金 6,995 7,098 

信用取引受入保証金 6,000 6,048 

先物取引受入証拠金 568 632 

その他の受入保証金 425 416 

預金 200,974 172,493 

短期借入金 2,146 1,984 

1年内返済予定の長期借入金 40,810 32,834 

未払法人税等 311 126 

賞与引当金 121 46 

訴訟損失引当金 37 38 

その他 7,285 8,005 

流動負債合計 280,206 245,692 

固定負債    

長期借入金 34,810 37,846 

繰延税金負債 1,043 1,232 

役員退職慰労引当金 17 17 

退職給付に係る負債 151 153 

その他 465 771 

固定負債合計 36,487 40,020 

特別法上の準備金    

金融商品取引責任準備金 67 71 

特別法上の準備金合計 67 71 

負債合計 316,761 285,784 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,223 12,223 

資本剰余金 7,818 7,818 

利益剰余金 17,357 18,153 

自己株式 △1,715 △1,715 

株主資本合計 35,684 36,480 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,058 1,826 

繰延ヘッジ損益 △1 △0 

為替換算調整勘定 △960 △2,239 

退職給付に係る調整累計額 △25 △14 

その他の包括利益累計額合計 1,071 △427 

少数株主持分 8,965 8,680 

純資産合計 45,721 44,733 

負債純資産合計 362,482 330,517 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業収益    

受入手数料 836 407 

トレーディング損益 359 419 

金融収益 152 137 

資金運用収益 5,728 7,399 

役務取引等収益 284 351 

その他業務収益 273 289 

売上高 1,937 396 

営業収益合計 9,572 9,401 

金融費用 53 48 

資金調達費用 3,095 4,454 

売上原価 1,703 161 

純営業収益 4,718 4,736 

販売費及び一般管理費    

取引関係費 457 359 

人件費 1,559 1,551 

不動産関係費 336 390 

事務費 165 146 

減価償却費 168 229 

租税公課 38 47 

貸倒引当金繰入額 △61 216 

その他 223 324 

販売費及び一般管理費合計 2,887 3,265 

営業利益 1,831 1,471 

営業外収益    

受取利息及び配当金 36 44 

持分法による投資利益 410 58 

為替差益 27 17 

その他 41 3 

営業外収益合計 515 124 

営業外費用    

支払利息 35 28 

その他 2 9 

営業外費用合計 38 38 

経常利益 2,308 1,557 
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    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

特別利益    

投資有価証券売却益 869 147 

その他 0 11 

特別利益合計 869 158 

特別損失    

投資有価証券評価損 9 0 

固定資産除却損 2 2 

金融商品取引責任準備金繰入れ 7 2 

その他 2 1 

特別損失合計 23 7 

税金等調整前四半期純利益 3,154 1,708 

法人税、住民税及び事業税 475 179 

法人税等調整額 51 61 

法人税等合計 527 240 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,627 1,467 

少数株主利益 530 512 

四半期純利益 2,097 954 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,627 1,467 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △136 △230 

為替換算調整勘定 1,044 △2,156 

持分法適用会社に対する持分相当額 76 90 

その他の包括利益合計 985 △2,297 

四半期包括利益 3,612 △829 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,595 △544 

少数株主に係る四半期包括利益 1,016 △284 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２  

銀行 
関連事業 

証券 
関連事業 

債権管理回 
収関連事業 

不動産 
関連事業 

その他 
事業 

計 

営業収益                

外部顧客に対する 
営業収益 

6,285 1,348 279 1,646 12 9,572 － 9,572

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

－ 0 － － 32 32 △32 － 

計 6,285 1,348 279 1,646 44 9,604 △32 9,572

セグメント利益 
又は損失（△） 

1,486 441 △27 △83 △5 1,811 19 1,831

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額19百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２  

銀行 
関連事業 

証券 
関連事業 

債権管理回 
収関連事業 

不動産 
関連事業 

その他 
事業 

計 

営業収益                

外部顧客に対する 
営業収益 

8,040 964 272 112 12 9,401 － 9,401

セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

－ 12 － － 336 348 △348 －

計 8,040 976 272 112 348 9,750 △348 9,401

セグメント利益 
又は損失（△） 

1,383 133 19 △35 285 1,787 △316 1,471

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△316百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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